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２．対象・目的・内容
一時預かりに係る補助事業（子ども・子育て支援

年

新制度：地域子ども・子育て支援事業）
１　一時預かり事業（一般型）
　(1) 事業概要
　　　在園児以外の子どもを臨時的に預かる事業
　(2) 補助基本額
　　　299人以下　　　1,473,000円
　　　30

度

0人～899人　 1,580,000円
　(3) 平成28年度実績　501人（西脇・日野）

事 業 概 要 ２　一時預かり事業（幼稚園型）
　(1) 事業概要
　　　幼稚園部の児童の延長保育事業
　(2) 補助基準（１

　

人当たり日額）
　　　利用人数　2,001人～　400円
　　　利用人数　2,000人以下  (1,600,000円÷延べ利用人数)－400円
　　　※　長時間加算　100円
　(3) 平
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（兼
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説 明
価

平成29年度からは、８園全てが２種の一時預かり事業を実施することになる。
一時預かり事業は、子ども・子育て支援新制度から地域子育て支援事業に位置付けされているとともに、市内の認
定こども園においては、認可時に地域子育て支援事業の実施事業として「一時預かり事業」を位置付けている。こ
れらのことから、今後も実施する必要がある。

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実

事

施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価
この事業は子ども・子育て支援法の規定により市町村が策定する子ども・子育て支援事業計画に基

業

づいて実施され

評 る事業であり、これまで市内の２園で実施されており、実施している園では利用件数も相当数ある。平成29年度か

説 明 らは市内の認可園８園全てで実施されおり、保護者の就労形態が多様化するなかで、

の

緊急の一時的な預かりは利用

価 する保護者の仕事と子育ての両立支援となるため、今後も継続した事業実施が必要であると考える。

概要説明

５．事業の実績・目

書

標

指 標 名 実施園数（一
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8
実 績 値 2 2

① 経 費 （

2

千 円 ） 3,024 3,

頁

024
単位当たりのコスト 1,512 1,5

９
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指 標 名 実施園数（幼稚園型） 単　位 園

説 明 や 数 式 国・県の補助要綱に定める事業を実施する私立園
活 動

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 8 8

実 績 値 1 2
② 経 費 （ 千 円 ） 1,316

年

3,235
単位当たりのコスト 1,316 1,617.5

指 標 名 利用人数（一般型） 単　位 人

説 明 や 数 式 年間延べ利用児童数
成 果

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 860 860

実 績 値

度

420 501
① 経 費 （ 千 円 ） 3,024 3,024

単位当たりのコスト 7.2 6.04

指 標 名 利用人数（幼稚園型） 単　位 人

説 明 や 数 式 年間延べ利用児童数
成 果

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指

　

 標 目 標 値 5,280 5,280
実 績 値 2,791 3,672

② 経 費 （ 千 円 ） 1,316 3,235
単位当たりのコスト 0.47 0.88

一般型・幼稚園型ともに実施している園では利用件数も相当数あり、有効に利用され

当

ている。
実績・成果 市が園に支払う費用としては、一般型が１園当たり150万円程度、幼稚園型が130万円～150万円を要している。

（市負担1/3)　児童１人１回利用について、要する費用としては、一般型が６

初

千円～７千円、幼稚園型が400円～
等 の 説 明 900円となっている。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 3 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 4 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把

予

握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価

評


